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対前年増減

農 林 水 産

商 工

議 会 5 人 5

人

7

0

人

(2) 採用及び退職の状況（平成21年度）

1741326

小 計

増　員（人） 減　　員　（人）

人 320総　　合　　計 人401

12

小 計 208

水 道 13

新居町との合併に伴う増

新居町との合併に伴う増

職     員   　数

人

人

7 人

人6

721

土 木 41

そ の 他 26

286

120

病 院 176

下 水 道

主な増減理由

新居町との合併に伴う増

平成22年 平成21年 部 門

人 1

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

湖西市の人事行政の運営状況について

※1 採用は、平成21年4月2日から平成22年4月1日の間に採用した者の人数です。

38

　 湖西市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年湖西市条例第9号）第4条の規定に

１ 任免及び職員数に関する状況

 より、職員の給与などについて公表します。

0

区 分 

人

普通

　2 退職は、平成21年4月1日から平成22年3月31日の間に退職した者の人数です。

合計

439 16

　3 転入･転出は、県教育委員会及び合併に伴う新居町・広域施設組合との間の異動人数です。

合計転出採用 転入
定年 勧奨

退　　職

計

137

死亡

4

　 なお、平成21年に関する状況については合併前の湖西市の状況です。

1



2,519,088 ％

職　員　給　与　費

職 員 手 当

円

期末･勤勉手当

59,074 人

人

16.1 ％

※ 経験年数とは、採用前に民間企業勤務経験などがある場合には、その期間を換算し、
　採用後の年数に加算した年数です。

円

円

千円

342,700高 校 卒

円

円―― 

362,600311,420

269,600

11

合格者数(女性)受験者数(女性)

(11) 人 ( 1) 倍

職員数　A

千円

16,956,839 千円 14.9

千円

平均給料月額

(2) 職員給与費の状況（平成22年度一般会計当初予算）

平 均 年 齢

人519 1,962,301

円一般行政職

区　  分

(3) 平均給料月額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

172,200

181,200 円

753,230

円

経験年数15年

140,100

(5) 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

経験年数10年

技能労務職

341,000   43歳 9月

  48歳 8月

国

大 学 卒

区　　　分

一般行政職
269,600 円

円

経験年数20年

(4) 初任給の状況（平成22年4月1日現在）

湖  西  市区　　　分

137,200

144,500高 校 卒

円146,700技能労務職

一般行政職

Ⅰ種

Ⅱ種
円

給　　料

454,656

円

円

円
178,800大 学 卒

高 校 卒

241,400

１人当たり
給与費B/A計　　B

千円 千円千円 6,1083,170,187

A
歳出額

21

B

24 (18) (16)人

(1) 人件費の状況（平成21年度一般会計決算）

住民基本台帳人口

7.0

前年度人件費率

２ 給与の状況

B/A
人件費率人件費

（H22.3.31現在）

倍( 3)人 人3

11.01(11) 人11人

幼稚園教諭 3

管理栄養士 1

人

※ 職員手当には退職手当を含みません。

職　　種 申込者数(女性) 倍　　率

(3) 採用試験の実施状況（平成21年度）

採用予定数

2



（単位:月分）

 職制上の段階、職務の級により加算措置（0～15％)があります。

勧奨 千円

定年 千円

構 成 比

(6) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

 主任

 主事、技師

24,908

最 高 限 度 月分

47.50

33.50

千円

月分

※ 1人当たりの平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された退職手当の
　平均額です。

30.55

1.25

2.60計 1.35

勤 続 35 年

26,471

59.28

7.6

人

％

％

19.5

22.6

人

％

％

人

65

％５級

職 員 数標準的な職務内容

人

人

22

 主査

 係長

 副主任

14.642

9.0

４級

区 分

３級

１級

２級 26

56

６級  課長代理、所長代理

８級

７級 43

月分59.28

59.28

(8) 退職手当の状況（平成22年4月1日現在）

勤 続 20 年

※1 「職員の給与に関する条例」に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

自己都合

23.50

人

1人当たり
平均支給額

27,558

計

国

湖西市と同じ

月分

勧奨・定年

月分

3.95

 課長、所長

12

0.70

月分

湖　　西　　市

湖西市と同じ
月分41.34

国

1.95

(7) 期末・勤勉手当の状況（平成22年12月1日現在）

期末手当

2.000.65

湖　西　市

計

勤 続 25 年

区　　 分

288

7.6

12月期 1.35

区　 分

　2 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 6月期

勤勉手当

22

％

100.0

4.2

人

％

％14.9

人

人

％

 部長

月分

3



支 給 率

1人当たりの平均支給年額

種類

･

･

〔借家・借間に居住する者〕 〔借家・借間に居住する者〕

･ ･

･ ･

･ ･

〔持家に居住し世帯主である者〕 〔持家に居住し世帯主である者〕

･ 支給額（新築・購入後5年間） ･ 支給なし

･ 支給額（上記以外）

 ％

ｱ 地域手当の状況（平成21年度決算）

3.0

(9) その他の主な手当の内容

住
　
　
居
　
　
手
　
　
当

配偶者

配偶者以外の扶養親族
扶
　
　
養
　
　
手
　
　
当

全額支給限度額

※ 満16歳の年度初めから満22歳
 の年度末までの子(1人につき)

支給対象者

11,000円 

5,000円 

月額12,000円を超える家賃・
間代を支払っている職員

（配偶者がいない職員）

6,500円 

1人目

2分の1加算限度額

11,000円 

3,091

職員全体に占める手当支給職員の割合

一  部
異なる

3,500円 

16,000円 

2,000円 

最高支給限度額

6,500円 

全額支給限度額

13,000円 

同じ

最高支給限度額27,000円 市と同じ

市と同じ

内　容　（市） 国の制度と異なる場合の内容（国）
国の制
度との
異同

市と同じ

市と同じ

2分の1加算限度額

（配偶者がいる職員）

2人目以降（1人につき）

円

手当の種類（手当数）

22.6

120

ｲ 特殊勤務手当の状況（平成21年度決算）

％

千円

15

支給対象者

448.5 千円

ｴ 扶養手当・住居手当・通勤手当の状況（平成22年4月1日現在）

区
分

千円111,275

※ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

ｳ 時間外勤務手当の状況（平成21年度決算）

 支給総額

支給職員1人当たりの平均支給年額

 支給職員1人当たりの平均支給年額

4



〔交通機関等利用者〕 〔交通機関等利用者〕

･ 最高支給限度額 ･ 最高支給限度額

〔交通用具使用者〕 〔交通用具使用者〕

･ 片道 2㎞以上 4㎞未満 ･

･ 片道 4㎞以上 6㎞未満 ･

･ 片道 6㎞以上 8㎞未満 ･

･ 片道 8㎞以上 10㎞未満 ･

･ 片道10㎞以上 15㎞未満 ･

･ 片道15㎞以上 20㎞未満 ･

･ 片道20㎞以上 25㎞未満 ･

･ 片道25㎞以上 30㎞未満 ･

･ 片道30㎞以上 35㎞未満

･ 片道35㎞以上 40㎞未満 ･

･ ･

･

･

･ 最高支給限度額 ･ 最高支給限度額 市と同じ

計
区　　分

通
　
　
　
勤
　
　
　
手
　
　
　
当

24,500円 

13,700円 

21,800円 

16,100円 

20,900円 

副市長

市 長

1,580,962 円
2.00
月分

円

円

教育長

3,202,462 円
1.95
月分

1,950,975 円

給料月額
期末手当の支給割合と支給額※

3,951,975 円870,000 2,001,000 円

2,907,200 円1,435,200 円

18,500円 

22,700円 

23,600円 

5,400円 

6,200円 

7,700円 

1,472,000 円

23,100円 

1か月当たり

〔交通機関と交通用具の併用者〕

55,000円 

12月期6月期

〔交通機関と交通用具の併用者〕

1か月当たり

1,621,500 円
3.95
月分

片道55㎞以上 60㎞未満

片道45㎞以上 50㎞未満

片道60㎞以上

(10) 特別職等の給与等の状況（平成22年12月1日現在）

片道25㎞以上 30㎞未満

片道40㎞以上 45㎞未満

片道30㎞以上 35㎞未満

片道35㎞以上 40㎞未満

640,000

705,000

片道50㎞以上 55㎞未満

給 料

円

現市長においては不支給

705,000 × 在職年数 × 300/100

640,000 × 在職年数 × 220/100

※ 期末手当は、〔給料月額＋給料月額×15/100（加算率）〕×支給割合 で算出します。

片道40㎞以上

55,000円 

一  部
異なる

11,300円 

片道10㎞以上 15㎞未満 6,500円 

4,100円 

片道20㎞以上 25㎞未満

片道15㎞以上 20㎞未満 8,900円 

片道 5㎞以上 10㎞未満

片道 5㎞未満 2,000円 

市と同じ

3,300円 

教育長

退 職
手 当

副市長

市 長

18,500円 

20,800円 

9,500円 

11,600円 

13,900円 

16,200円 

5



有給

   日

休憩時間

職員が負傷又は疾病のため療養する
必要がある場合

8時30分 12時00分～13時00分

給料

17時15分

女性職員が6週間以内に出産する予
定である場合

連続する5日の範囲内の期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得な
いで社会に貢献する活動を行う場合

1暦年につき5日の範囲内の期
間

出産の日までの申し出た期間

職員が結婚する場合

公務上の傷病の場合、やむを
得ないと認められる必要最小
限度の期間

内　　　　　容

ボランティア休暇

開始時刻

公民権行使のため
の休暇

終了時刻

　

職員が選挙権その他公民として権利
を行使する場合

1人当たり平均使用日数

必要と認められる期間

私傷病の場合、90日を超えな
い範囲内で必要最小限度の期
間

職員が裁判員、証人、鑑定人、参考
人等として国会、裁判所、地方公共
団体の議会その他官公署へ出頭する
場合

職員が骨髄液の提供希望者として登
録の申出を行い、又は骨髄液を提供
する場合

日数又は期間

妻の出産休暇

子の看護休暇
小学校就学前の子を看護するため勤
務しないことが相当である場合

生後1年に達しない生児を育てる女
性職員が授乳等を行う場合

(2) 年次有給休暇の使用状況（平成21年）

 １年に最高20日間を付与
 ※前年からの繰越を含め最高40日間

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況

産前休暇

証人等として出頭
するための休暇

結婚休暇

休暇の種類

7時間45分

(3) その他の主な休暇制度の状況（平成22年4月1日現在）

事　　　　　　　由

骨髄液の提供のた
めの休暇

必要と認められる期間

妊産婦の健診通院
休暇

1日2回それぞれ30分以内の期
間

2日の範囲内の期間

1暦年につき5日の範囲内の期
間

職員の妻の出産に伴い、入院の付添
等のため勤務しないことが相当であ
る場合

妊娠中又は出産後1年以内の女性職
員が保健指導又は健康診査を受ける
場合

その都度必要と認められる期
間(ただし、回数制限あり)

特
　
　
別
　
　
休
　
　
暇

必要と認められる期間

病気休暇

産後休暇
出産の日の翌日から8週間を経
過する日までの期間

女性職員が出産した場合

生児保育休暇

7.2

(1) 一般職員の勤務時間の状況

勤務時間

6



※

※当該年度に新たに育児休業、育児短時間勤務、部分休業の承認を受けた人数です。

有給

職員の親族が死亡した場合
親族に応じ1日から10日までの
範囲内の期間

1日の範囲内の期間
職員が父母の追悼にための特別な行
事のため勤務しないことが相当であ
る場合

2日以内でその都度必要と認め
られる期間

生理に有害な職務及び生理日におい
て勤務することが困難である場合

(4) 育児休業制度及び取得の状況（平成21年度）

　取得要件等は、「湖西市職員の勤務時間、休暇等に関する条例」及び「湖西市職員の勤務時間、休暇
等に関する規則」により定められています。

配偶者、父母、子、配偶者の父母等
で負傷、疾病又は老齢により２週間
以上にわたり日常生活を営むのに支
障があるものを介護する場合

連続する6か月の期間内で必要
と認められる期間

　介護休暇

　組合休暇

無給

1暦年につき30日を超えない範
囲内で必要と認められる期間

任命権者の許可を得て、職員団体の
業務又は活動に従事する場合

夏季休暇

父母の祭日の法要
休暇

生理休暇

忌引休暇

子の養育休暇

職員の妻の出産予定日6週間前の日
から8週間を経過するまでの日で、
小学校就学前の子を養育するため勤
務しないことが相当である場合

5日の範囲内の期間

育児休業 育児短時間勤務

0 人 0

人 0

3 人 0 人

人

人

人 0 人

小学校就学の始期に達するまでの子を養
育するため、一日の勤務時間の一部につ
いて勤務をしないことができる

内　　　　容 給 料

無給

勤務形態に
より調整

勤務しない
部分は無給

区  分

男  性

女  性

合  計

3

部分休業

0 人

0

部　分　休　業

制度の区分 期間

子が3歳に達するまで
の任命権者の承認を受
けた期間

子が小学校就学の始期
に達するまでの任命権
者の承認を受けた期間

子が小学校就学の始期
に達するまでの任命権
者の承認を受けた期間

育　児　休　業

育児短時間勤務

3歳に満たない子を養育するため、その子
が3歳に達するまで育児休業をすることが
できる

小学校就学の始期に達するまでの子を養
育するため、その子がその始期に達する
まで、決められた勤務形態の中の希望の
勤務形態で勤務することができる

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
休
　
　
　
　
暇

心身の健康の維持及び増進又は家庭
生活の充実のため勤務しないことが
相当である場合

6月から10月までの期間内にお
ける連続する5日の範囲内の期
間

7



※

※

降 給休 職

26 件

･綱紀の保持及び交通安全意識の徹底に関する通知

･選挙における職員の服務規律の保持に関する通知

主　な　許　可　事　例

･世界農林業センサス調査員及び指導員等

綱紀粛正に
関すること

(2) 営利企業等従事許可の状況（平成21年度）

許可件数

･西部4市（新規採用･初級･中級･上級･監督者･管理者）職員合同研修
･西部5市専門研修　･新規採用職員研修

６ 研修及び勤務成績の評定の状況

人98

区　　分 実施した主な研修

(1) 職員研修の概要等（平成21年度）

階層別研修

受講者数

･評価者研修　･公務員倫理研修　･段取り力研修　･法制執務研修特 別 研 修 197 人

自 主 研 修 ･通信教育研修

(1) 分限処分者数（平成21年度）

合 計

2

人

0 人

(1) 服務規律遵守のための取り組み（平成21年度）

24 人

･政策法務講座　･政策形成技法習得講座　･支援型マネジメント講座
･ヒューマンスキル執務（基礎編）　･情報の処理と文章化技術講座
･社会調査法講座　･管理監督者のためのコーチング講座
･地方自治法研修　･地方公務員法研修　･固定資産税課税事務（土地）

人

(2) 懲戒処分者数（平成21年度）

0

減 給 免 職停 職

人 人 人

区   分

区   分

人

3 00

2

戒 告

人0

　分限処分とは、職員がその職務を十分に果たしえない場合等に、本人の意に反して行
う処分を言います。

免 職

人

降 任

0

3

合 計

処分者数 人

区  分

　懲戒処分とは、職員の一定の服務義務違反に対して、道義的責任を追求するために行
う処分を言います。

５ 服務の状況

取  　組 　　内  　容

４ 分限及び懲戒処分の状況

処分者数

専 門 研 修

※　上記の許可は、地方公務員法第38条第1項に基づくものです。

人11
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※平成21年度は試行。

 

件

加入している静岡県市町村職員共済組合では、職員や被扶養者の病
気・負傷・出産・死亡・災害等に関する給付を行う「短期給付事
業」、退職者の年金や一時金等を扱う「長期給付事業」、職員や被
扶養者の病気の予防と、健康増進のための保健事業、貯金、貸付、
物資供給等を行う「福祉事業」を実施。
職員で組織する湖西市役所職員互助会では、人間ドックへの助成や
クラブ活動への助成等健康増進事業、貸付事業等を実施。なお、湖
西市役所職員互助会への公費負担は平成21年度より廃止。

評定方法

概　　  　　　　　　　要

(2) 勤務成績の評定の概要（平成21年度）

区　　分

(1) 定期健康診断の実施状況（平成21年度）

受診者数対象者数対　象  者

その他

概　　　　　　　　　　要

職員の勤務条件及び業務効率の向上を図るため、現業的業務に従事
する職員等に対して作業衣等を貸与。

基本健診 313 312 99.7人人

1

支 出 額

(3) その他主な福利厚生事業の概要（平成21年度）

件 件認定件数

千円249

区　　分

1 0

公務災害 通勤災害

区  　分

被服の貸与

計

(2) 公務災害等の認定状況（平成21年度）

　2　未受診者については、各自が別途人間ドック等を受診しています。

6 人6 人 100.0
主にコンピュータによ
る作業を行う職員

VDT作業者
検　　 査

40歳以上及び40歳未満
であって希望するもの

※1　対象者数には特別職を含みます。

％

胸部Ｘ線
検 査

人

胃部Ｘ線
検 査

原則全職員 人

143

98.1313 307

％

％

人 ％

職員の能力開発、人材育成及び給与等の処遇に反映することで、適正な人事管理を
行う。

162 88.3人

原則全職員

原則全職員（休職等で評定期間中の勤務が短い職員等を除く）

年2回実施（基準日が3月1日の場合前年10月～2月、10月1日の場合4月～9月）

受 診 率

７ 福祉及び利益の保護の状況

職員の職位に応じた勤務評定票を使用し、業績・能力・態度について原則上司2名
が評定する。

区　  分

評定回数

対 象 者

目 的
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※

８ 公平委員会の業務の状況

　公平委員会は地方公務員法第7条第3項の規定により設置され、次のような事務を処理します。
①職員の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置を執ること
②職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること

件数（平成21年度）

件

件

0

0

勤務条件に関する措置の要求の状況

不利益処分に関する不服申立ての状況

区分
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